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3 回
答 

化することとしています。 

 今後とも相互に人格と個性を尊重しあい

ながら共生する社会の実現に向け、障がい当

事者とも連携し、取組みを進めてまいりま

す。 
 

4 

項
目 

手話や点字など障がい者のコミュニケー

ション手段を保障するとともに、法律に基づ

いた聴覚障がい者情報提供施設の設置と情

報通信ネットワークの一層の充実を要望す

る。 

また、手話教育や日常生活における手話に

よるコミュニケーションを保障する手話言

語法の制定をより一層国に働きかけるとと

もに、大阪市こころを結ぶ手話言語条例に基

づき、手話通訳者の養成事業ならびに手話通

訳者派遣事業のさらなる充実がなされるよ

う要望する。 

回
答 

【担当】 

福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課 

電話：０６‐６２０８‐８０８１ 

コミュニケーションの支援は障がい者支

援の重要な課題であり、手話通訳者及び要約

筆記者の派遣や盲ろう者通訳・介助者の派遣

を実施するとともに、人材養成として、手話

通訳者、手話奉仕員及び点訳奉仕員の養成等

を行っており、今後とも適切な支援を実施で

きるよう取組んでまいります。 

また、聴覚障がい者情報提供施設について

設置予定はございませんが、引き続き大阪府

等とも連携して、必要なサービスの提供に努

めてまいります。 

本市では、平成２６年８月市会において、

｢手話言語法（仮称）の制定を求める意見書｣

が可決されており、すべての地方公共団体の

議会で同趣旨の意見書が可決されているこ

とを踏まえ、全国的な動向も見据えながら、

国への働きかけを行ってまいります。 

また、｢大阪市こころを結ぶ手話言語条例｣

に基づき策定した「手話に関する施策の推進

方針」を踏まえて施策の充実を図っており、

コミュニケーションツールのひとつとして、

各区役所でのタブレット端末を使った遠隔

手話通訳のサービス等を実施することによ

り手話が使用できる環境の整備を行ってき 

たところです。引き続き推進方針を踏まえ、

手話通訳者派遣事業など施策の充実に努め

てまいります。 
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1 

項
目 

「障害者優先調達法」ならびに「障害者雇用

促進法」に基づき、障がい者就労施設等の受

注拡大ならびにその発注単価額等により一

層努められるとともに、大阪市が率先して障

がい者雇用をおこない、さらにその就労継続

にも努められるよう要望する。 

回
答 

【担当】 

人事室 人事課（人事グループ） 

電話：０６‐６２０８‐７４３１ 

法定の障がい者雇用率については、２．

５％と定められておりますが、市長部局での

障がいのある方の雇用率は、令和元年６月１

日現在で２．７７％となっております。 

今後も引き続き、障がいのある方の雇用促

進及び障がいのある職員への職場環境の改

善等の取組みに努めてまいります。 
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項
目 

「障害者優先調達法」ならびに「障害者雇用

促進法」に基づき、障がい者就労施設等の受注

拡大ならびにその発注単価額等により一層努

められるとともに、大阪市が率先して障がい者

雇用をおこない、さらにその就労継続にも努め

られるよう要望する。 

回
答 

【担当】 

福祉局 障がい者施策部 障がい福祉課 

電話：０６‐６２０８‐８０７１ 

本市においては、平成２５年４月１日施行

の「国等による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進等に関する法律」（障害者優

先調達推進法）に基づき、平成２５年１０月

１日以降、年度ごとに「障がい者就労支援事

業所等からの物品等の調達方針」（以下「調

達方針」という）を策定しております。 

調達方針に基づき、本市において障がい者

就労支援事業所等に優先的に発注に努める

こととしており、本市関係部局に障がい者就

労支援事業所等の情報提供も行い、平成３１

年度（令和元年度）においては、平成３０年

度発注件数を上回ることを目標としており

ます。 

今後とも本市関係部局と連携しながら、調 
 


